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SECTION

1
口腔衛生学の意義

Ⅰ 概要

1．口腔衛生学の定義

口腔衛生学とは，「歯および口腔の健康を保

持・増進し，またその疾病を予防し，進んでそ

の機能の保持と向上をはかることにより全身の

健康の保持・増進を目的とし，これを達成する

ための手段・方法を研究する科学である」と定

義される．

2．健康の定義（WHO憲章)

健康とは，肉体的，精神的および社会的なす

べての面においてよい状態にあることであり，

単に疾病がない，または虚弱でないということ

ではない．

⇒積極的健康といわれている（定義よりも，理

想や目標に近い）．「病気のない状態」の健康

は，消極的健康である．

Ⅱ 歯科疾患の予防

1．歯科疾患予防の特徴

（1) う�および歯周病に代表される歯科疾患

は，その発病，進行によって歯質の欠損や咬合・

咀嚼の障害が蓄積し，その結果として，歯の喪

失につながる．

（2) 歯の喪失は，食生活や社会生活などに支

障をきたし，ひいては，全身の健康に影響を与

えるものとされている．

（3) 現在，歯科保健では，8020 運動が提唱・

推進されている．

（4) 歯の喪失原因の約 9割がう�と歯周病で

占められている．したがって，各ライフステー

ジに応じた適切なう�・歯周病予防を推進する．

（5) 特に幼児期と学齢期のう�予防，成人期

の歯周病予防が重要である．

［歯科衛生士法 第 1条]

この法律は，歯科衛生士の資格を定め，もつ

て歯科疾患の予防及び口くう衛生の向上を図る

ことを目的とする（歯科衛生法の目的）．

［歯科医師法 第 1条]

歯科医療と保健指導を 掌
つかさど

ることによって，

公衆衛生の向上と増進に寄与し，国民の健康的

な生活を確保する（歯科医師の任務）．

2．疾病予防段階の考え方；予防の 3 相（3

段階 5水準）（表 1-1)

1) 第一次予防

健康な段階で感受性のある者に対する予防

で，健康増進・健康教育や特異的（疾病）予防

が含まれる．

2) 第二次予防

疾病初期の予防で，個人を対象とした早期発

見・早期処置（治療）および機能喪失の抑制が

含まれる．

3) 第三次予防

疾病の最終段階における個人に対するリハビ

リテーションである．

※機能喪失の抑制を第三次予防に分類することも

ある．

2

罹患率の低下目的

第一次予防

特異的予防健康増進
予防医学の 5水準と 3段階

疾病前
（感受性期)

疾病の自然史
回復期
慢性期

表 1-1 疾病予防の概念

死亡率の低下
生存期間の延伸

第二次予防

早期発見
早期処置（治療）

疾病早期
疾病不顕性期

進展防止

疾病顕性期
進展期

ADL，QOL の向上
社会復帰

第三次予防

リハビリテーション
（機能回復)
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SECTION

2
歯周病の予防方法

Ⅰ 第一次予防

1．プラークコントロール

歯周病の直接の原因はプラークであることか

ら，歯周病予防では最も基本となる．

特に歯間部や歯頸部のプラークを効率よく除

去するブラッシング法，歯肉に適度の刺激を与

え歯肉の血行循環をよくするような，いわゆる

マッサージ効果のあるブラッシング法が効果的

である．

プラークを成熟させやすい食生活（スクロー

スを含む飲食物の頻回摂取）の改善も良好なプ

ラークコントロールにつながる．

2．定期的な予防処置

個人の努力のみでは，完璧なプラークコント

ロールは難しい．歯ブラシの毛先や補助的清掃

用具の届きにくい場所で，プラークは日々成熟

し，病原性も強くなる．定期的に専門家による

予防処置（プロフェッショナルケア）で，歯肉

縁上プラークや歯石を除去し，かつ歯肉縁下プ

ラークをコントロールすることが歯周病予防に

効果がある．

3．禁煙

喫煙は歯周組織の免疫能力を低下させ，破壊

された歯周組織が修復する機能を低下させる．

タバコを吸わない，受動喫煙の機会を減らすこ

とは，歯周病への感受性を低下させる．

4．栄養

ビタミン C など抗酸化作用をもつ食物の摂

取不足は，歯周病の悪化を招くことがある．

Ⅱ 第二次予防

1．定期的な健康診査，スクリーニング検査

健康診査は自覚症状が乏しい歯周病の早期発

見につながる．エックス線検査，プロービング

検査が汎用されている．公衆衛生現場では，ス

クリーニングを目的に，唾液中や歯肉溝滲出液

中の酵素量や潜血の程度を測定する．

2．初期治療

スケーリング，ルートプレーニング，咬合調

整，不適合な修復物や補綴装置の修正を行う．

3．リコール

一通りの歯周治療が終了したら，メインテナ

ンス，SPTの時期となる．その後も専門家によ

る定期的な健康診断（リコール）や予防処置で，

歯周病の再発をいち早く把握するとともに，早

期に適切な対応をとることが必要となる（表 4-

4)

Ⅲ 第三次予防

初期治療では対応できない場合には，高度の

歯周治療を行う．また，咀嚼機能を良好に維持

させる．

Ⅳ
セルフケア，プロフェッショナルケ
ア，パブリックヘルスケア

1．セルフケア

歯周病になりにくい口腔環境を整え，生活習

慣を日頃から実践する．

2．プロフェッショナルケア

定期的に専門家による定期健診，予防処置を

受ける．

SECTION 2 歯周病の予防方法
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SECTION

2
地域歯科保健

Ⅰ 市町村と都道府県の歯科保健業務

地域保健法では，市町村と都道府県の歯科保

健業務の内容を明確に区別している．市町村は

住民の直接の対人サービスを行う．一方，都道

府県は市町村の事業の企画・調整・計画策定を

行う．

ただし，政令指定都市や保健所政令市などの

大人口を抱える都市では，それらの業務を独自

で行っている．

Ⅱ 保健所の歯科保健業務

保健所は関係機関と協力体制を確立し，地域

住民の健康の保持増進，疾病予防に関する専門

的，技術的，広域的な機能を担う機関である．

Ⅲ 保健所と市町村の連携

保健所は，市町村の対人保健サービス事業に

対して技術的指導を行う．市町村は，保健所と

連携して，対人保健サービスを直接担う（表 7-

2）．

Ⅳ 8020 運動

80 歳で 20 本の歯を維持する「8020 運動」が

1989 年に提唱された．以来，広く認知されるよ

うになり，「高齢者でも多くの歯を残す」意識を

国民に定着させるきっかけとなった．

2016 年歯科疾患実態調査では，80 歳で 20 本

以上の歯が残っている者の割合は約 50％で

あった．

Ⅴ 健康日本 21

21 世紀の国民健康づくり対策として，厚生省

（当時）が行った一連の施策が「健康日本 21」で

ある．国民の健康の増進に関する基本的な方向

や目標を定めている．第一次は 2000 年に始ま

り，第二次は 2013 年に始まった．

健康日本 21（第二次）では，「健康寿命の延伸

と健康格差の縮小」，「生活習慣病の発症予防と

重症化予防の徹底」，「社会生活を営むために必

要な機能の維持及び向上」，「健康を支え，守る

ための社会環境の整備」，「栄養・食生活，身体

活動・運動，休養，飲酒，喫煙及び歯・口腔の

72

直接の対人サービス

母子，成人，高齢者などへの歯科保健事業

市町村保健センターの整備

医療・福祉関係機関との連携，協力

市町村

専門的，技術的，広域的な業務

難病，障害者に対する専門的歯科保健対策

関連団体（事業所，学校など）の歯科保健事業への助言，指導

関連団体と市町村の連絡調整

市町村に対する技術的支援

保健所

地域歯科保健体制の整備

企画・調整・計画策定，調査・研究，情報収集・提供

関連団体（事業所，学校など）との連携

都道府県

表 7-2 都道府県，保健所および市町村の主な歯科保健業務
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SECTION

4
学校歯科保健

幼児・児童・生徒・学生あるいは教職員の歯

や口腔の健康増進を学校教育と並行してはかる

ことにより，また，歯科保健向上のために諸施

設を改善することにより学校教育を円滑に行え

るようにすることが目的とされる．特に歯科保

健行動を通じて児童・生徒の生活習慣の改善に

つながることが知られており，重要視されてい

る（図 7-2）．

Ⅰ 歯・口腔の保健教育と保健指導

1．保健教育

保健教育は，学校教育法に基づいた教育活動

であり，「保健学習」と「保健指導」からなる．

「保健学習」は，生涯を通じての健康の自己管理

ができるような資質や能力の基礎を養うためで

あり，体育・保健体育などの保健領域・分野，

関連教科や総合的な学習の時間における健康・

安全および食に関する学習において実施される

（表 7-6）．「保健指導」は，健康に関する日常の

具体的問題を解決するための実践能力や態度の

育成を目指し，特別活動などにおける健康に関

する指導からなる．

各発達の段階における歯・口の健康づくりの

内容は次のようになる．

1) 幼稚園

歯や口に関心をもち，口腔清掃や間食などの

生活習慣を守り，好き嫌いなくよくかんで食べ

ることができる．

2) 小学校

基本的な生活習慣を身につけるとともに，

SECTION 4 学校歯科保健
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活
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保
健
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保
健
教
育

歯
科
保
健
管
理

組
織
活
動

保健学習

総合的な
学習の時間

保健指導

人的管理

物的管理

体育科 6年「病気の予防」など
生活科，理科，家庭など

学級活動・ホームルーム活動
児童会活動，生徒会活動
学校行事（健康安全・体育的行事）
日常の学校生活での指導
個別指導

歯・口腔の健康診断と事後措置
歯・口腔の健康相談
理解・態度・実践状況の把握

洗口設備の整備・拡充
教材・教具の整備

教職員の協力体制
家庭との協力体制
地域の医療機関・団体などとの協力体制
学校保健委員会

図 7-2 学校歯科保健の領域構造
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SECTION

3
環境と健康

Ⅰ 地球環境

1．環境基本法の制定

国内における公害対策を目的として公害対策

基本法（1967 年）が制定されたが，近年の環境

問題は健康や生活環境の被害と自然環境の破壊

をともにもたらすようになってきた．そのよう

な状況から，地球規模での環境保全や生態系保

護を目的として環境基本法（1994 年）が制定さ

れた．

2．地球規模での環境問題

1) 地球の温暖化

人間活動に伴って発生する二酸化炭素，フロ

ンやメタン等の温室効果ガスによる地球の温暖

化が進んでいる．温暖化は気象，農作物の収穫，

感染症分布などに影響を与える．

2) オゾン層の破壊

さまざまな用途で用いられているフロンが，

成層圏のオゾン層を破壊することが明らかにさ

れた．その結果，有害な紫外線の地表への到達

量が増加し，皮膚がんや白内障などの健康障害

の発生が危惧されている．

3) 酸性雨

酸性雨は窒素酸化物や硫黄酸化物などが大気

中で酸素や水蒸気と反応して生じる．日本では

pH が 5.6 以下の雨をさしている．酸性雨は農

作物や建築物への被害，河川や湖沼の酸性化，

土壌の酸性化による毒性金属の溶出などさまざ

まな影響をもたらしている．

4) 砂漠化

砂漠化とは農耕地や遊牧地の乾燥化により土

地の生産力が低下することをいう．家畜の過放

牧，過耕作，薪
しん

炭
たん

材の過剰採取などによる人為

的要因と，温暖化現象などが関係している．

Ⅱ 生活環境と健康

人の健康と生活環境とのかかわり合いは古く

から知られている．生活環境のように人を取り

巻く環境は外部環境ともよばれ，これに対して

人の身体のなかの環境を内部環境という．人は

外部環境の作用に意識的あるいは無意識的に反

応して内部環境を調節し，健康を維持している．

生活環境は一般に自然的環境と社会的環境に分

けられる（図 8-5）が，ここでは主に自然的環境

について述べる．

1．空気

大気の下層部分である対流圏（地上 10〜20

km まで）における空気の組成はほぼ一定で，

0℃，760 ヘクトパスカル（hPa），乾燥状態では

表 8-2のとおりである．このほか 1〜5％の水蒸

気やさまざまな塵
じん

埃
あい

などが含まれている．

96

生活環境

自然的環境

社会的環境

物理的環境

化学的環境

生物的環境

温度，湿度，気流，放射線，気圧など

空気，水，土壌，有害ガスなど

病原微生物，病原動物，植物など

教育環境，社会学的環境，経済的環境，文化的環境など

図 8-5 生活環境
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SECTION

1
保健・医療・福祉の制度の概要

Ⅰ 衛生行政の目的

1．衛生行政の目的

日本国憲法第 25 条では「すべて国民は，健康

で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す

る．2．国は，すべての生活部面について，社会

福祉・社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に

努めなければならない」と規定され，衛生行政

を推進する根拠となっている．

衛生行政とは，「公衆衛生の向上および増進

のために，国および地方公共団体の責任におい

て，計画的に必要な条件（人材，予算，組織な

ど）を整え，必要なサービスを実施するととも

に，公衆衛生活動の質的向上をはかる働き」の

ことであり，したがって衛生行政の目的は，憲

法の規定に基づき，国の責任のもとで，国民の

健康な生活を確保する権利を保障することであ

る．

2．衛生行政の特色

（1) 基本的人権に基づく生存権の保障として

健康な生活を確保するための行政である．

（2) 自然科学，社会人文科学に基づいた科学

的な行政であるとともに国民参加を基盤とした

行政である．

（3) 社会の変化に対応するとともに，健康が

次の時代に引き継がれるよう，将来展望と計画

行政の視点が重要となる行政である．

Ⅱ 衛生行政の組織

1．国の衛生行政

国の衛生行政は主に厚生労働省が，学校保健

については文部科学省が，環境保健については

環境省が担っている．厚生労働省で衛生行政に

関係が深い部局として，大臣官房，統計情報部，

医政局，健康局，医薬・生活衛生局，安全衛生

部，児童家庭局，障害保健福祉部，老健局など

がある．

2．地方公共団体の衛生行政

都道府県では，衛生行政と福祉行政の一体化

132

地域保健統計（人口動態統計含む)

栄養改善，食品衛生

環境衛生（住宅，上下水道，廃棄物処理，清掃など)

医事，薬事

母子保健，老人保健

歯科保健，精神保健

難病，感染症などの対応

衛生上必要な試験，検査など

健康診査

保健指導

など

健康相談

対人保健，対物保健を実施

地域保健思想の普及向上

対人保健サービス主体業務など

都道府県，指定都市，中核市

政令市，東京特別区

市町村設置者

保健所市町村保健センター

2,456（2017 年 4 月 1 日現在)設置数

表 9-1 市町村保健センターと保健所の概要

原則として公衆衛生の実務などに従事経験のある医師なし施設長の法的要件

481（2017 年 4 月 1 日現在)


